
健康福祉委員会行政視察概要

１ 視察月日 平成３０年５月１０日（木）～５月１１日（金）

２ 視察先及び視察事項

・苫小牧市

 日時 ５月１０日（木）

 視察事項 （１）苫小牧市認知症高齢者等の見守りＳＯＳネットワーク事業につい

て

（２）介護支援いきいきポイント事業について

・札幌市

 日時 ５月１１日（金）

（３）札幌市生活就労支援センター「ステップ」について

３ 視察委員

（委員長）田村伸一郎（副委員長）林敏夫（委員）嶋崎嘉夫、石田康博、橋本勝、

野田雅之、菅原進、沼沢和明、市古映美、渡辺学、押本吉司、三宅隆介

４ 視察概要

 （１）苫小牧市認知症高齢者等の見守りＳＯＳネットワーク事業について 

説明者：苫小牧市福祉部 介護福祉課課長補佐 

ア 認知症施策推進総合戦略（新オレンジプ 

ラン）について 

厚生労働省により平成２７年１月２７日

に策定・公表されたのが「認知症施策推進

総合戦略（新オレンジプラン）」である。現

在、高齢者の約４人に１人が認知症又はそ

の予備軍であり、今後その割合が増加して

いくことが想定されている。認知症の方が

認知症とともに、より良く生きていくこと

ができるような環境整備が必要であること

から、平成２４年９月に公表された「認知

症施策推進５か年計画（オレンジプラン）」の内容を、団塊の世代が７５歳以上と

なる平成３７年を目指して修正されたものが本プランである 

苫小牧市における各認知症施策は、「認知症の人の意思が尊重され、できる限り



住み慣れた地域のよい環境で自分らしく暮らし続けることが出来る社会の実現を

目指す」を基本的な考え方とする、新オレンジプランが基となっている。 

イ 苫小牧市における高齢化の現状と将来見込み 

    苫小牧市は北海道内でも高齢化率が高い方の自治体ではないが、下記表が示す

とおり、６５歳以上の高齢者の割合が２７．８５％、７５歳以上の高齢者のうち

要介護認定を受けている人の割合が３３．２６％であるなど、高齢化が進行して

いることを実感させられる人口等の構成・推移となっている。 

区  分  人   数  
全人口に 

占める割合

６５歳以上人口に

占める割合  

７５歳以上人口に

占める割合  

住民基本台帳人口  １７１，６９９人

①６５歳以上   ４７，８１３人 ２７．８５％

②７５歳以上   ２１，８８３人 １２．７４％

③要介護認定者    ８，６８１人

 ・③のうち６５歳以上７５歳未満    １，２３０人   ２．５７％

 ・③のうち７５歳以上    ７，２７９人   １５．２２％ ３３．２６％

※平成３０年３月末現在 

２００５年  

（平成１７年） 

２０１５年  

（平成２７年） 

２０２５年  

（平成３７年） 

６５歳以上１人に対する１５～６４歳の割合 ３．８人 ２．４人 １．９人

７５歳以上１人に対する１５～７４歳の割合 １０．４人 ６．５人 ４．１人

※２０２５年は推計値 

ウ 苫小牧市認知症高齢者等の見守りＳＯＳネットワーク事業 

・苫小牧市の認知症施策 

     苫小牧市は東西に細長い地形となっており、市内を７圏域に分け、それぞれ

に地域包括支援センターを設置している。全域的に要介護認定者数と認定率が

増化傾向にあり、市の東側には比較的若い世帯が多く、西側には比較的高齢者

が多いことが特徴である。 

     苫小牧市の認知症高齢者のうち「日常生活自立度Ⅱａ（家庭外においてたび

たび道に迷う、買い物や金銭管理などできていたことにミスが目立つが、誰か

が注意していれば自立できる）」以上と判定される「一般的に日常生活に支援の

必要な方」の人数は平成２６年が３，４３６人、２０１５年（平成２７年）が

３，７１５人、２０１６年（平成２８年）が３，７７０人と増加傾向にある。

そのような状況の中、下記表のとおり苫小牧市では複数の切り口から認知症施



策を実施しており、それぞれの施策・事業・関係機関等が連携し合っている。

苫小牧市認知症高齢者等のＳＯＳネットワーク事業もその施策の１つである。 

※網掛け箇所がＳＯＳネットワーク事業 

    ・事業の目的、内容及び構成機関 

     ①目的 

・認知症などにより所在不明となった高齢者等を早期に発見し、生命・身体

の安全を確保するとともに、本人及び家族等への支援により再発防止を図る

こと 

・関係機関が相互に連携し、速やかな発見・保護とその後の適切な支援とと

もに認知症高齢者等の徘徊再発防止及び予防等への見守り支援体制を整備し、

高齢者等が住み慣れた地域で安心して生活できる環境を確保すること 

②内容 

・認知症高齢者等の捜索、保護及び支援（ＳＯＳ捜索手配はここに含まれる） 

・行方不明になるおそれのある認知症高齢者等の事前登録の受付 

・認知症高齢者等の靴に貼付する見守り反射板の配布 

・認知症高齢者等、その家族に対する相談及び指導 

・構成機関相互の情報整理及び連絡調整 

③構成機関 

・警察署 

・消防署 

・交通機関等 

・社会福祉協議会 

・地域包括支援センター 

・苫小牧グループホーム連絡会 

・家族会等 

苫小牧市の認知症施策

○包括的支援事業 

（認知症総合支援事業）

・認知症初期集中支援チームの設置  

（地域包括支援センター７か所 ） 

・認知症地域支援推進員の配置  ２名  

・ほっとカフェ（認知症カフェ）の実施  

○任意事業 

（家族介護支援事業） 

・認知症高齢者見守り事業（事前登録制度） 

・認知症高齢者見守り事業（一斉メール配信システム） 

・在宅介護家族講座の開催  

○任意事業 

（その他） 

・認知症サポーター養成講座  

・成年後見制度利用支援事業（市長申立て） 



・その他の関係機関（小規模多機能居宅介護事業所連絡協議会、苫小牧ケア

マネジャー連絡会、認知症疾患センター、苫小牧市民生委員児童委員協議会、

苫小牧市老人クラブ連合会など） 

なお、③に挙げられた構成機関による「苫小牧市認知症高齢者等の見守りＳ

ＯＳネットワーク事業連絡会議」を必要に応じて開催しており、構成機関の連

携の強化を図るとともに、事業の課題の発見と対策の検討を行っている。 

・ＳＯＳ捜索手配の流れ 

行方不明者が発生した場合、まずは苫小牧警察署に捜索依頼を行ってもらう

ことから本事業による捜索はスタートする。捜索依頼者は同居家族である場合

が多く、第１報を受けた警察署は、①関係機関への個人情報提供、②本事業に

よる捜索を行うことの２点について、同意するか否かの確認を行い、同意があ

った場合に限り本事業による捜索が行われることとなる。なお、本事業は行方

不明になる可能性のある方の「事前登録」が可能であるが、実際に捜索依頼が

なされるのは事前登録を行っていない方であることの方が多いのが現状である。 

本事業による捜索を同意した依頼者は、警察署において「未帰宅徘徊高齢者

等手配カード」の作成を行うこととなる。カードの記載内容は、後に苫小牧市

介護福祉課を通じて各関係機関等へ提供されるため、記入する情報の範囲は任

意である。定型の様式には、行方不明者の住所・氏名・年齢・性別のほか、身

長・体格や服装などの外出時の身なりや最後に見かけた場所と時間、受診歴や

外出の傾向など多岐にわたる項目があり、カードに記載された情報は、事前登

録の有無と併せて、警察署から苫小牧市介護福祉課と危機管理室へ伝達される。 

情報を受けた介護福祉課は情報をさらに各関係機関へ伝達するほか、任意で

捜査協力の登録をした市民（平成３０年４月２０日現在１，０６４名）に対す

る「ＳＯＳ捜索情報メール」の配信を平成２６年３月から行っている。関係機

関、メール登録を行った市民の力を借りて、市内全域で捜索を行う仕組みであ

る。 

その後、無事行方不明者が発見された場合、「無事発見された」情報について

も捜索開始時と同じ順序で伝達がなされることとなっている。発見者から警察

署へ、警察署から介護福祉課へ伝達された後、介護福祉課から各機関への連絡

とＳＯＳ捜索情報メールの配信が行われる。なお、捜索情報メール配信の登録

は誰でも可能である。 

平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

警察から市への 

連絡件数 
１５件 １８件 ５件 １０件

捜索情報メール 

配信数 
９件 ７件 ３件 ９件



 ・課題と検討事項 

①事前登録制度について 

既述のとおり、行方不明になる可能性のある方の名前や特徴・写真などの

情報について、御家族や御本人の同意を得て介護福祉課にあらかじめ登録し

てもらう「事前登録制度」を行っている。この制度と併せて平成２８年度か

らは、希望者に対して靴に貼付する反射板「見守りたい反射板（事前登録番

号入り）」を配布しているが、下記表のとおり、いずれについても登録者数な

いし配布数が伸び悩んでいることが課題である。特に反射板の配布について

は、反射板をつけていることで周囲から「行方不明になる可能性のある方」

と見られかねないことがその要因の１つであると考えている。 

平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 

ＳＯＳ事前

登録者数
６２人 １６０人

２２５人

（１６９人）

３０４人

（２３４人）

反射板 

交付数 

９８人

（８８人）

１７５人

（１５５人）

※（ ）は死亡・施設入所等を除いた数

②その他 

・未帰宅者や死亡事例の増加（年度により発見率は５０％～１００％） 

・本人や家族の同意に対する抵抗感 

・行方不明時の警察署への通報までの時間 

上記の検討課題に対し、今後ともネットワーク機能、未然防止策の強化、認

知症に対する理解の推進、早期の通報の重要性を周知し、日頃から見守る・助

け合える意識の醸成に努めていきたいと考えている。 

エ 主な質疑内容等 

（委 員）危機管理室の位置付けについて

（説明者）ＳＯＳネットワーク事業の中心は介護福祉課である。危機管理室は高齢者

の行方不明案件のみならず、対象も子どもから成人まで、さまざまな危機

管理案件の情報が警察署から寄せられる部署である。本事業については、

危機管理室を経由して介護福祉課へ情報が伝達するのでは時間を要する

ため、危機管理室と併せて介護福祉課へも同時に情報提供がなされる仕組

みとなっている。 

（委 員）郵便・宅配便事業者との協力体制について

（説明者）他部署で行っている高齢者見守り活動事業においては、郵便事業者等が

事業の構成機関となっているが、ＳＯＳネットワーク事業については、認

知症サポーター養成に関する事業と併せて、協力の依頼をしている状況で



ある。 

（委 員）ＧＰＳ導入の検討と見守りたい反射板の交付枚数について 

（説明者）ＧＰＳの導入については予算的に難しい状況である。見守りたい反射板

の交付数は靴２足分であり、紛失時は再交付している。 

（委 員）事前登録者数を増加させる具体的な取組について

（説明者）ポスターの掲示等による広報に加え、市内７か所の地域包括支援センタ

ーにおける認知症初期集中支援チームやケアマネジャーと連携するこ

とが肝要であると考えており、各個人の状態に合わせ、事前登録制度を

はじめとした各種制度の紹介を行うなど、早め早めに対応していきたい。 

（委 員）行方不明者を発見できなかった、又は死亡した状態で発見された場合の対

応について

（説明者）行方不明者の捜索は一義的に警察署の所掌であると考えており、発見で

きなかった、又は死亡して発見された際に「捜索が不十分であった」等を

理由として裁判等で市が責任を追及されることについては想定していな

い。本事業はあくまで市として協力できることを行っていくという観点か

ら始めたものであり、捜索依頼があった場合は市職員自らが車両による捜

索活動を行うなど、市の立場からできる取組を進めているところである。 

（２） 介護支援いきいきポイント事業について 

説明者：苫小牧市福祉部 介護福祉課課長補佐 

ア 事業導入までの経過 

   平成１９年５月１１日付けの厚生労働省老健局介護保険課長通知「介護保険制

度を活用した高齢者ボランティア活動の支援について」を受けたことが始まりで

ある。平成２０年１１月には先行して取組を行っていた東京都稲城市へ、平成２

３年９月には横浜市、八王子市、新宿区、品川区へそれぞれ行政視察を実施。国

からの「地域支え合い体制づくり事業費補助金」を活用し、平成２３年度に事業

の立ち上げと準備を行い、平成２４年４月の事業開始に至った。 

イ 事業の概要と流れ 

    ・事業概要 

高齢者自身の社会参加を通じた介護予防を推進するため、活動に支障のない

６５歳以上の高齢者による介護支援ボランティア活動を積極的に奨励・支援し、

参加者に対して、活動実績に応じた換金可能なポイントを付与する制度である。 

     事業の管理機関は市と業務委託契約を締結した社会福祉協議会であり、管理

機関が受入施設との調整、高齢者の活動の支援、ポイントの管理を行っている。 

    ・事業の流れ 



     事業の参加を希望する高齢者は、まず初めに登録研修会を受講する必要があ

り、研修会で事業の趣旨・目的を理解した上で登録を行ってもらっている。そ

の後、社会福祉協議会から「いきいきポイント手帳」の交付を受けた登録者は、

登録受入施設から管理機関宛てにあらかじめ提出された、各施設の活動内容や

受入人数等の一覧を基に、希望する活動先を選ぶ流れとなる。主な活動先や内

容として、グループホーム等の入居者・利用者との話し相手や配膳等の補助、

買い物の付き添い、介護予防事業「げんき倶楽部」におけるレクリエーション

の補佐等が挙げられる。 

     活動に対するポイント付与は１時間につき１ポイント、１日２ポイントまで

を上限としていることから、１回の活動は２時間までが基本となる。活動スパ

ンは１月１日から１２月３１日までの１年ごとで、活動の継続には登録の更新

が必要である。 

なお、平成２６年１１月から新たな活動先として、高齢者の自宅における在

宅ボランティアを開始しており、在宅ボランティアの活動を希望する登録者は、

当初の登録研修会とは別に、「在宅ボランティア研修会」への参加が必要となる。 

在宅ボランティア登録を行った方の人数と利用者数の推移は、下記のとおり

である。ボランティア登録数に対して利用者数が少ない状況が続いており、課

題となっている。 

平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

在宅ボランティア登録者数 ４４人 ９０人 １２２人 １３１人

利用者数 ４人 ９人 １６人 １９人

    ・ポイントの換金の仕組み 

     ポイントは「いきいきポイント手帳」にスタンプでたまっていき、１ポイン

ト当たり１００円で換金が可能である。申請期間は活動を行った翌年１月から

２月末日までの間に限られ、社会福祉協議会で受付を行っている。換金可能な

ポイント数は１０ポイント以上５０ポイント以下の範囲であり、たまったポイ

ントが１０ポイント未満、又は５０ポイントを超過した場合の換金ができない

ポイントについては、１年に限り繰越しが可能となっている。 

換金したポイントは、苫小牧市から換金の決定通知書が送付され、指定した

口座へ現金が入金されることとなるが、例外的に介護保険料の未納又は滞納が

ある方は換金ができない取扱いとなっている。 

    ・委託事業費等について 

     平成２６年度から平成２９年度の間における委託料は４００万円、換金交付

金は１３５万円であり、そのほか通信運搬費として平成２６年から平成２７年

度の間は１万８，８６０円、平成２８年度から平成２９年度の間は１万６，４

００円を計上している。 



ウ 導入実績と効果 

    ・受入施設、介護支援ボランティアの登録数並びにポイント換金状況 

平成３０年３月末時点の登録介護施設は８９か所、げんき倶楽部の会場が８

か所であり、受入施設の合計数は９７となっている。なお、ポイント換金状況

の推移と介護支援ボランティアの登録状況は下記のとおりである。 

 年度 Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 

換金申請者 ８１人 １１２人 １２１人 １２６人 １４０人 １４８人

換金申請額 219 ,500 円 355 ,300 円 422 ,800 円 435 ,900 円 496 ,500 円 526 ,200 円

 年度 Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 合計  

研修開催回数 ９回 ６回 ５回 ４回 ４回 ４回 ３２回

受講者数 ２７８人 ６６人 ６４人 ８３人 ４９人 ３１人 ５７１人

登録者数 ２７３人 ６６人 ５８人 ７５人 ４８人 ３０人 ５５０人

（登録解除：８０人  

⇒登録人数：４７０人）

活動延べ人数
１，８１６

人

２，１１２

人

２，４１６

人

２，６９５

人

２，８４３

人

２，７３９

人

１４，６２１

人

    ・ボランティア登録者及び受入施設、受入施設利用者の声 

      ①ボランティア登録者の声 

      平成２９年実施分のアンケート結果から最も多かった声として、６０．７％

の方から「自分自身の健康・介護予防につながっていると思う」との回答を

得ている。そのほか多数の意見として、「役に立った実感が得られた」及び「元

気がもらえる」が４５．２％、「日々の生活に張り合いが出てきた」３７．０％

が挙げられる。一方、「特にない」と回答した方は３．０％であったことから、

参加者自身の介護予防や生きがいのある活動場所の提供など、本事業の目的

に沿った効果が出ていると言える。 

②受入施設の声 

      平成２５年実施分のアンケート結果から最も多かった声として、「地域交流

の意識が高まった」が４４．４％、そのほか多数の意見として、「業務に良い

刺激となっている」が３５．６％、「業務の質の向上につながっている」が３

３．３％となっており、肯定的な意見が多い状況となっている。なお、「変化

はない」と回答した割合は２０．０％である。 

③受入施設利用者の声 



      平成２５年実施分のアンケート結果から最も多かった声として、「生活に良

い刺激となっている」が３０．４％、そのほか多数の意見として、「生活がよ

り豊かになった」が２１．５％、「ボランティアの結びつきが強くなった」が

１５．２％となっており、肯定的な意見が多い状況となっている。なお、「変

化はない」と回答した割合は１２．７％である。 

エ 課題と今後の取組 

    ・課題及び改善策 

受入施設を対象に行った改善点に関する平成２９年実施分アンケートから、

主な意見として「定期的に情報提供してほしい」、「ボランティア登録者同士の

情報交換の機会がほしい」、「ボランティア登録者向けに学習する機会がほしい」

と言った声が上がっており、市ではボランティア広報紙や受入施設一覧表の郵

送、登録者向けの学習の機会や情報交換の場としてのスキルアップ研修会の開

催といった取組を行っている。 

  また、在宅ボランティアに関する課題としては、既述のとおりボランティア

登録者数と利用者数の乖離が挙げられるほか、関係が良好であるからこそ生じ

がちである、既定の活動内容や時間を超えた利用者からの依頼について、「労働」

ではなく「ボランティア」としてどこまで応えるべきであるかという判断につ

いて、検討事項となっている。 

 ・今後の取組 

     事業の充実に向けた受入施設の拡大、在宅ボランティアの活動の充実、さら

に介護予防日常生活支援総合事業との関連が課題であると認識しており、引き

続き「生きがいのある生活、介護のいらない生活」を目指して取り組んでいき

たいと考えている。 

 オ 主な質疑内容等 

（委 員）ボランティア登録希望者が受講す 

る研修会の回数と時間について

（説明者）必要な受講回数は１回、時間は

２時間程度である。

（委 員）社会福祉協議会への委託料、換金 

交付金の財源について

（説明者）国の補助金を用いたのは事業導

入時のみであり、委託料、換金

交付金、いずれについても市の単 

独財源である。 



（３） 札幌市生活就労支援センター「ステップ」について 

 説明者：札幌市保健福祉局総務部 保護自立支援課自立支援担当係長  

説明者：札幌市生活就労支援センター 主任相談支援員  

ア 札幌市における生活困窮者自立 

支援制度について 

    札幌市は政令市の中で大阪市に

次いで２番目に生活保護受給率の

高い自治体である。そのため札幌

市では、平成２７年４月に施行さ

れた生活困窮者自立支援保護法に

基づき、「第１のネット」である社

会保険・労働保険等と「第３のネ

ット」である生活保護の間の「第

２のネット」として、生活困窮者に対する各種の自立支援制度を推進している。

主な取組として、法により必須事業とされた自立相談支援事業や住宅確保給付金

の支給のほか、任意事業とされた就労準備支援事業や一時生活支援事業及び子ど

もの学習支援事業等が挙げられ、いずれも相談支援中心の事業となっているのが

特徴である。 

    各事業の対象となる「生活困窮者」の定義は、法において「現に経済的に困窮

し、最低限度の生活を維持することができなくなるおそれのある者」とされてお

り、「生活保護の手前の段階の者」と言い換えることができることから、生活保護

受給者は各事業において基本的に対象外である。対象者の主なイメージとしては、

福祉事務所を訪れたが生活保護に至らなかった方やホームレス、引きこもり状態

にある方などが挙げられる。それぞれの対象者が抱えている課題は、顕在化して

いる場合もあれば非常に見えにくい場合もあるため、その点を考慮した上で各事

業を整備してきたところである。 

    なお、住宅確保給付金を除いた各生活困窮者自立支援制度についての平成３０

年度予算額は２億６，６００万円であるが、このうち自立支援相談事業（札幌市

生活就労支援センター「ステップ」はここに含まれる）分は１億２，４４８万円

である。 

イ 札幌市生活就労支援センター「ステップ」について 

 ・概要 

  札幌市生活就労支援センター「ステップ」における支援はキャリアバンク株

式会社に業務委託しており、市内全域を対象に幅広く相談支援を行っている。

アウトリーチによる相談受付「出張相談会」（これまで５０２回開催、２，９２



６人が新規相談）によるものも含め、平成２７年４月の開設以来の相談人数は

７，４４１人、月平均２０６人であり、そのうち就職・増収につながったケー

スは１，６９０名、利用者の２２．７％となっている。 

利用者の相談内容は就職についてのものからＤＶ、借金、子育て・介護につ

いてなど様々であり、ステップ以外の支援が必要と判断される場合には、生活

保護の申請や法テラスなど他機関につなぐことになる。なお、ステップの支援

対象は、生活困窮者のうち住居を持つ方であり、住居を持たない方については

札幌市ホームレス相談支援センター「ＪＯＩＮ」への相談を案内している。 

ステップにおける支援は主に①相談受付、②課題の評価・分析、③支援計画

の作成、④支援の提供、⑤支援終結・フォローの流れで進む。これらの支援を

行うセンターの人員体制は平成３０年４月現在、主任相談支援員１名、相談支

援員１６名、就労支援員６名である。 

 ・就労支援の内容 

   ①一般的な就労支援 

  施設内の面接室における履歴書の作成指導、模擬面接、職業紹介、職業適

性検査等のほか、求職活動支援として、個別求人開拓（個々の相談者の状況

に応じたオーダーメイド型求人の交渉）、職場見学、面接同行などが一般的な

支援の内容である。 

平成２８年８月からは自己分析や能力啓発を目的とした支援「まなびとプ

ロジェクト」を開始し、グループワークやビジネスマナーの研修、職業適性

検査などのメニューによる、利用者のアセスメント機会を設けている。 

②認定就労訓練事業 

    直ちに一般就労することが困難である対象者については、一般的な就労支

援を行う前の段階として、３か月から６か月程度の間、市が認定した事業所

に通い就労に必要な知識や技能を身につけてもらう「認定就労訓練事業」を

実施している。訓練内容の例としては、清掃業務、介護補助、事務作業等で

あり、具体的な対象者としては、ほとんど稼働歴がない方、仕事が長続きし

ない方などである。参加者のメリットは、配慮のある環境で無理なく働くこ

とができる中、生活リズムの改善や基本的な就労スキルの習得、訓練終了時

の「やり遂げた」自信を得られることなどが挙げられる。なお、訓練期間終

了後は一般的な就労支援に移行し、具体的な求職活動を開始することになる。 

ウ 今後の課題 

    ・相談・支援の質の向上 

平成２７年４月の開設から３年間が経ち、相談支援員や就労支援員の対応ス

キルに差が生じているため、各種研修を実施するなど、受託事業者と連携して

対応していきたいと考えている。 



    ・潜在的な要支援者の掘り起こし 

札幌市は東西に４２ｋｍ、南北に４５ｋｍと広域であるところ、本事業は現

状「ステップ」１施設のみで市内全域からの相談に対応している状況である。

市内には引きこもりの方などを始めとした多くの潜在的な要支援者がいると考

えており、市内１０区およびハローワーク３か所で概ね毎月開催している出張

相談会を引き続き推進していくなど、１人でも多く要支援者が来所するよう検

討し、対応していきたい。 

  エ 施設の現地視察 

   ※札幌市保健福祉局総務部保護自立支

援課自立支援担当係長並びに札幌市生

活就労支援センター主任相談支援員の

案内により、施設内を視察するととも

に説明を受けた。 

オ 主な質疑内容等 

（委 員）子どもの学習支援事業の対象者

数及び実施拡大について

（説明者）平成２９年度の対象者数は生活保護受給世帯２，１６２名、就学援助利用

世帯６，８２０名であった。実際に学習支援に参加した割合も概ね対象世

帯の割合と同等である。平成２８年度に前年度比で定員を１５０名増加さ

せた経緯があるが、同年度は定員６００名に対し６２８名の参加があった

ものの、翌平成２９年度は参加者が５５２名と、定員割れしてしまった状

況となっている。 

（委 員）子どもの学習支援事業の開催頻度と食事の提供の有無について 

（説明者）学習支援は児童会館で実施しており、開催頻度は週１回、２時間である。

基本的に食事の提供はないが、関係づくり等の場として、不定期に年３回

程度「お楽しみ会」を行っており、たこ焼きパーティーやケーキづくり等

を行うことがある。 

（委 員）認定訓練就労事業の受入事業所の法人種別について

（説明者）事業の開始直後は数社の株式会社から協力があったが、札幌市から運営費

補助金等がないことや訓練者とのマッチングの問題もあり、現在協力体制

にある受入事業所の種別は、社会福祉法人やＮＰＯ法人が多数である。 

（委 員）法人への就労受入依頼の姿勢について

（説明者）労働力を確保したい企業側と、就職希望者の受入れをお願いするステッ

プ側の依頼関係は概ねバランスが取れていると考えている。企業側のニ

ーズと就職希望者の能力・適性をうまくマッチングさせ、オーダーメイ



ド型求人の交渉を中心に、就職に結びつくよう取組を進めている。

（委 員）支援完了までの相談者の相談回数について

（説明者）人によってさまざまであり、１度の相談で解決される相談者もいれば、

自身の課題をなかなか整理できない相談者もいるなど、十人十色である。

また、求職活動を行う前の段階で家庭や病気、障害等の問題を抱えてい

る方も少なくなく、人によってはプラン期間の１年を超えて、２年、３

年と継続して相談されている方もいる状況である。

（委 員）出張相談会における相談者の継続支援について

（説明者）住宅確保給付金の申請手続きが必要となった場合等を除き、必ずしもス

テップに来所する必要はなく、出張相談会のみでの継続支援が可能であ

る。特に住まいが遠方の場合など、交通費の捻出が相談者にとって負担

となってしまうことも理由の１つである。

（委 員）相談者自宅へのアウトリーチについて

（説明者）相談者との連絡がつかなくなった場合には、生活困窮の度合いを確認す

る意味で自宅訪問や電話連絡を行うことがある。状況により食糧支援も

行っており、相談員が自宅へ食糧を届ける場合もある。

（委 員）相談者が市外へ転出した場合の対応について

（説明者）相談者が市外転出した場合はステップでの支援は終了となり、転出先の

自立支援機関において支援を継続してもらうこととなる。ステップから

は、各自治体ではなく各自治体の自立支援機関宛てに引き継ぎの連絡を

行っており、本人からも転出先の自立支援機関に連絡するよう促すなど

している。

（委 員）生活保護受給者への対応について

（説明者）生活保護受給者はステップの支援対象外であるため、受給者からの来所

相談があった場合は担当の生活保護ケースワーカーに相談するよう伝え、

対応終了としている。また、来所相談者を福祉事務所につないだ結果、

生活保護に至ったというケースも少なからず生じている。


